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CoDev（2001年より毎年開催、今年で第12回）

日時：　2013.02.11～2013.02.13

場所：　米国California San Diego　Hyatt Regency La Jolla Aventine

主催：　PDMA（製品開発マネジメント協会）、
MRT（Management Roundtable、製品＆技術開発会社向けのLaw Firm）
参加者：約200人、北米中心だが、中国・韓国・南米・欧州など幅広く参加。齋藤は2007,2008,2009と参加したが今回初めて日本企業（A社、T社）の参加を見た。

落ち着いてきたCoDev。CoDevはOpen Innovation Partnershipの事例報告会・スキーム検討会だ。これに齋藤は参加したので報告する。最大の印象は「Open Innovation Partnershipの仕組みが米国で定着した。」というもの。つまり、仕組みについて目新しい発表は無くなり、BoeingやMicrosoftといったかつての常連大手は参加していない。
代わって目立つのはKraft（食品会社）やMiles Kimball（カタログ販売）などの中小が、事例や経験談を元にして、「一方的搾取でなく全てのpartnerをwin-winにすることを忘れない」といったような精神論的な発表をすることが目立ったことだ。CoDevにスキーム検討会としての側面は見られなくなった。
しかし「低調」などと見誤ってはいけない。むしろ警戒すべきだ。Open Innovation Partnershipの各種スキームは完成の域に達したようだし、「彼我の差」はますます広がったようだ。二、三、気づいたことを述べる。
partner、partnershipという用語が定着した。例えば6年前のCoDev2007の標語は「Co-Developing Products with Partners, Suppliers & Customers」というものだった。Suppliers & Customersつまり、一般市場価値を参照し、お金を媒介にした「売買」取引 ---- 典型的arm's length取引 ---- でco-developingに参加する者達が多かったということだ。
ところが今回の各講演ではこのSuppliers & Customersという用語が使われなくなり、それらを含めて関わる全ての者・社をpartnerと呼んでいた。それら関わる全てを対等なpartnerとし、即ちclosely heldなnon-arm’s length取引をする者とし、それらの集合体としてpartnershipという事業主体が作られるという意識が定着したようだ。
ちなみに今回のCoDev2013の標語は、「Forging Collaborative Capabilities and Relationships to Accelerate Innovation.」というものだった。forge（鉄を鍛造する)という単語は、鉄以外のものを目的語にして比喩的に使われる時は「悪いものを排除し正しいものを選び出す」
という意味になる。従って、「Innovationを加速するために、協業の能力と関係性について悪いものを排除し正しいものを選び出す。」と今回の標語は解釈できる。Partnership経済が完成の域に達したことを誇っているかのようだ。

コラムその１７『PartnershipあるいはSolidarityという協業形態は日本には存在し得ない。なぜならば…』で、non arm’s length関係性について日本では実現不可能だと説明したが、米国では、このnon arm’s length関係性の理解と活用がまた一段と進んだ事が分かる。彼我の差はどんどん広がっている。
ヘルスケア事業におけるInnovationがKeynoteの一つとして取り上げられた。　話は飛ぶが齋藤は、universalism社会では、大きく分けると二種類の経済、即ちarm’s length経済とnon arm’s length経済、この二つが発達していくと考えている。（PPT「universalism社会の経済を構成する四種類の経済」参照方。）

arm’s length経済とは、一般市場で認められた「価値」を持つ財・サービスを「お金」を介在させてやり取りすることで成り立つ経済であり、non arm’s length経済とは、特定または少数の者が特異的な価値を認める財・サービスを、必ずしも「お金」を介在させることなく、従って「等価」であることを一般市場において未だ確かめていない状態でやり取りすることで成り立つ経済のことだ。この二つでuniversalism社会経済は構成される。
ちなみに言うと、コラムその１７『PartnershipあるいはSolidarityという協業形態は日本には存在し得ない。なぜならば…』で説明したように、日本には、non arm’s length関係性は導入出来ない状態だから、もちろん、non arm’s length経済は出来ていない。詳しく言うと、non arm’s length経済を構成する二つの要素の内、非営利経済については導入しようと苦戦が始まっているが、未営利経済（つまりpartnership経済）については影も形もない状態と言ってよいだろう。
つまり日本経済はarm’s length経済だけであり、non arm’s length経済を使えていない。「片肺飛行」なのだ。飛行高度を維持するのが精一杯で、上昇していく力は無い。昨年末のコラム２８『日本の失われた２０年の原因は…。』に示した日米中のGDPの推移比較で見た様に、日本の経済成長が止まっているのは当然のことなのだ。
さて、その様に低迷する日本を尻目に米国経済は進化を加速させる。CoDevは本来、「universalism社会の経済を構成する四種類の経済」の内partnership経済での事例やスキームを扱うが、今回は非営利経済の範疇のヘルスケア事業、病院経営事業も取り扱っていた。彼我の差はどんどん広がっている。
そんな中、日本企業が２社今回のCoDevに参加していた。A社とT社。2007年からCoDevをウォッチングしている齋藤としては「初」のことだ。ただ、A社の人は「CoDev2012から参加」といっていた。見落としていた。スミマセン。

とにかく彼我の差がどんどん広がる中で、これは一筋の光だ。特にA社は、米国を拠点にしたOI partnership作りを模索したいとのこと。実践に向かうこういった日本企業にとっては今回のやや精神論の多いCoDevも役に立つものであったことと思うし、何より齋藤が今まで蓄積した知見を役立ててもらいたいとA社の方には申し上げた。
．．．すると直ぐにこの方は私のWebSiteにアクセスしこのコラムも読み始めてくださった。 CoDev会期中にも関わらず、朝昼晩の食事どきから最終日にSan Diego空港に移動する車中、あるいはフライト待ち時間まで、色々とディスカションした。
感慨深いものがあった。日本企業の人とこういう話が出来る日が来るとは．．．。他の日本企業も続いて欲しいと願う。そして、これが日本が快方に向かう吉兆なのだと願わずにはいられなかった。
彼我の差はどんどん開いていくが、とにかく「始めない限り始まらない」のだから。
　今回は以上。次回も乞うご期待。
� 新約聖書のヨハネによる黙示録の８章９章には、一般にThe forge of God（神の鍛造炉）と呼ばれる「最後の審判」に関する記述がある。最後の審判の時、７人の天使達がラッパを吹くと、地上の１／３と人間の１／３が焼かれて排除される、というものだ。


� あるいはむしろ、「最後の審判の日に備えて、米国は経済進化の加速に余念がない。」と、『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精神』の著者：マックス・ウェーバーだったならば言うところかもしれない。
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